
新規市場中東向け現地情報収集業務委託 

「公募型プロポーザル方式」公告 

企画提案募集要項 

  

 次のとおり、公募により企画提案を募集し、その内容を審査して、裁量の提案をした者を

選定し、随意契約の相手方の候補者とする手続き（以下、「公募型プロポーザル」という。）

を実施します。 

山梨県知事 長崎 幸太郎 

令和４年４月１３日 

 

１ 趣旨  

山梨県では、やまなし観光推進計画における観光振興戦略、地域資源の活用の重点的な取

り組みとして富裕層を取り込む観光メニューの充実を掲げている。 

海外渡航再開の動きが世界各地で見られ、国は２０２２から２０２３年にかけて、コロナ

前の航空旅客輸送の水準に戻る見通しを示している。 

そこで、コロナ禍収束後の海外渡航再開時の反転攻勢へ向け、富裕層が多いとされる中東

諸国にプロモーションを実施し、いち早くインバウンド観光客の来訪を促すとともに観光

消費額の増大を図っていく必要がある。 

今後、新規市場である中東に対して他の自治体に先駆け、本県の魅力をプロモーションし

ていくにあたり、どのような情報発信が効果的か、誘客につながる観光資源は何か、富裕層

が満足する受入環境は何か等を検討するため、現地関係者を対象とした調査・情報収集を行

う。 

上記取り組みを推進することを目的とした本事業の委託業務の受託候補者を公募型プロ 

ポーザル方式により選定する。 

 

２ 業務内容等  

（１）委託業務名称 

新規市場中東向け現地情報収集業務 

（２）業務内容 

別紙「新規市場中東向け現地情報収集業務委託仕様書」（以下、「仕様書」という。）及び

「新規市場中東向け現地情報収集業務委託契約書」（以下、「契約書」という。）のとおり

とする。 

（３）契約期間 

契約の日から令和 5 年 3 月 31 日まで 

（４）委託料上限額 

金４，４５２，８００円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 



この金額は、契約予定額を示すものではなく、企画内容の規模を示すためのものである。 

 

３ 企画提案の参加資格  

資格者は、次のすべての要件を満たす者とする。 

（１）日本国内に事業所を有すること。 

（２）本業務委託調査対象国の現地調査が可能であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者で

ないこと。 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立て、又は民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき民事再生手続開始の申し立てがなされて

いる者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた者を除く。）でないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと又は法人にあってはそ

の役員が暴力団員でないこと。 

（６）公告の日以降に、「山梨県建設工事請負契約に係る指名停止等措置要領（平成２３年

４月１日）」や「山梨県物品購入等契約に係る指名停止等措置要領（平成１０年４月１日）」

に基づく指名停止を受けている日が含まれている者でないこと。 

（７）山梨県税、消費税及び地方消費税の滞納がない者であること。 

（８）本業務と類似の業務を実施した実績を有する者であること。 

 

４ 契約形態  

 公募型企画提案方式により、企画提案について審査のうえ、最も優れた評価を得た者と随

意契約により委託契約する。 

 

５ 選考日程等に関する事項  

（１）担当課 

〒400-8501 山梨県甲府市丸の内一丁目６番１号 

山梨県観光文化部観光振興課 

電話 055-223-1620 FAX 055-223-1438 

メールアドレス kankou-sk@pref.yamanashi.lg.jp 

（２）日程 

① 募集要項等の交付開始 令和 4 年４月 13 日（水） ※公告日 

② 企画提案に係る質問の受付期限 令和 4 年４月 20 日（水）午後５時 

③ 企画提案参加申込書、誓約書等の提出期限 令和 4 年４月 26 日（火）午後 5 時 

④ 企画提案書等の提出期限 令和 4 年 5 月 17 日（火）午後 5 時 

⑤ 企画提案に係るプレゼンテーション 令和 4 年 5 月 24 日（水）予定 



（３）募集要項等の交付 

 「山梨県」ホームページからダウンロードすること。 

 

６ 参加申込書等の提出  

（１）提出書類 

① 企画提案参加申込書（様式第１号） 

② 誓約書（様式第２号） 

③ 商業・法人登記簿謄本（写し可）  

④ 財務諸表（直近１期分）の写し ※貸借対照表、損益計算書等 

（２）提出期限及び提出方法 

 令和 4 年４月 26 日午後５時まで 

※（１）③及び④の提出が間に合わない場合は、５月１７日午後５時までに提出すること。 

※メール及び郵送で提出すること。 

（３）提出部数 

１部 

 

７ 質問及び回答  

（１）提出書類 

 企画提案質問票（様式第３号） 

（２）提出期限及び方法 

令和 4 年４月 20 日午後５時まで 

担当課（kankou-sk@pref.yamanashi.lg.jp）あて、電子メールで送信すること。 

 また、件名を「山梨県 新規市場中東向け現地情報収集業務委託企画提案公募に関する質

問」とし、電話にてメールの受信確認を行うこと。 

（３）回答方法 

質問に対する回答は、令和 4 年５月 10 日までに質問者へ電子メールで送付するととも

にホームページに掲載する。 

（４）その他 

電話や口頭での質問には応じない。ただし、質問書の内容に疑義が生じた場合は、質問

者へ問い合わせる。 

 

 ８ 企画提案書の提出  

（１）提出書類 

① 企画提案書（様式第５号） 

② 会社概要等整理表（様式第６号及び会社パンフレット等） 

③ 実施体制表（様式第７号） 



④ 受託実績整理表（様式第８号－１） 

⑤ 本業務委託と類似する業務実績整理表（様式第８号－２） 

⑥ 企画内容書（Ａ４判、様式は任意、表紙を添付すること） 

※中東市場現地情報収集業務委託仕様書及び審査基準番号４～10 の観点を取り 

入れ提案すること。 

⑦ 業務工程表（様式は任意） 

⑧ 経費見積書（様式は任意） 

（２）提出部数 

 提出書類 各９部（正本１部・副本８部）  

（３）提出方法及び期限 

令和 4 年５月１７日午後５時まで 

※メールおよび郵送で提出すること。 

（４）その他 

① 企画提案申込書提出後に参加を辞退する場合は、企画提案参加辞退届（様式４号）を

令和 4 年５月１７日午後５時までに提出すること。 

② 提出された企画提案書類等は返却しない。 

③ 一度提出した企画提案書等は、これを書き換え、差し替えまたは撤回をすることがで

きないものとする。 

  

９ 企画提案に係るプレゼンテーション  

契約書及び仕様書に沿って実施する業務内容について、提出された企画提案書を基にプ

レゼンテーションを実施する。プレゼンテーションの日程及び方法については、文書で通

知する。 

 

10 委託候補者の選定方法等  

（１）選定方法 

① 企画提案に係る審査は、山梨県観光文化部に設置する審査委員会が行う（非公開）。 

② 提案内容及び経費等について総合的に審査を行い、得点の最上位者を契約締結候補者

とする。ただし、総得点が最上位であっても得点が著しく低い審査項目がある場合は、選

定しないことがある。 

③ 最高得点の者が同点の場合、経費の見積等を総合的に判断し最優秀提案者を選定する。 

（２）審査結果等 

① 受託者決定後、速やかに企画提案書の提案者全員に文書で通知する。 

② 審査の経過等、審査に関する問い合わせ及び審査結果に対する異議申立てには応じな

い。 

（３）契約手続き 



① 契約締結候補者は、採用の通知を受領後、業務開始準備を行うものとするが、その後

に契約締結ができない事情が生じた場合は、次点となった者を契約締結候補者とする。 

② 採用された企画提案の実施にあたっては、県と委託契約候補者が業務仕様書を協議し、

確定させた上で委託契約を締結するが、企画提案書等に記載された事項は、業務仕様書

と併せ、契約時の仕様書として扱うものとする。 

ただし、業務の目的達成のために修正すべき必要がある場合には、県の指示により契約

締結段階において契約内容を追加、変更又は削除するものとする。 

（４）上記（３）で協議が整った者は、定められた期限までに、山梨県財務規則第１０９条 

の規定に基づき契約保証金を納付しなければならない。ただし、財務規則第１０９条の 

２の規定に該当する場合には、契約保証金を免除する。また、財務規則第１２０条の規 

定に該当する場合には、違約金を支払わなければならない。 


